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令和６年度長崎県公共事業評価監視委員会意見書（２） 

 
 

諮問があった再評価対象４事業については、いずれも対応方

針（原案）どおり認める。 

 

 

【参 考】 

１． 審議過程における主な意見 

 

・都市公園事業 大村市総合運動公園 

当事業は、用地取得の難航や予算措置の状況により長期

化しており、その中で事業効果を最大限に発揮するための

整備内容の変更、事業費の増及び事業期間の延長を行うも

のである。 

その事情は理解できるものの、今回の整備内容の変更追

加からみて、当初の企画立案時の総合的な検討が不十分で

あったと思料されるので、今後の２期、３期計画を進める

上では、立地条件や利用者のニーズなどを踏まえ、当初か

ら詳細な検討を行った上で事業を実施されたい。 

また、事業が長期化しているため、適切な予算措置を行

い、事業期間内の完成に全力で努められたい。 

 

 

 ２．令和６年度の審議経過 

 

・第４回委員会（令和７年２月１８日開催） 

再評価対象事業の説明及び審議 

 



＜別記　４＞

令和7年1月作成

担当部 担当課 対象事業数 県事業 市町村事業 備  考

水産部 0 0 0
漁港漁場課 0 0 0

農林部 0 0 0
農村整備課 0 0 0
森林整備室 0 0 0

県民生活環境部 0 0 0
水環境対策課 0 0 0

土木部 4 2 2
都市政策課 1 0 1
道路建設課 1 1 0
道路維持課 1 0 1
港湾課 0 0 0
河川課 0 0 0
砂防課 1 1 0
住宅課 0 0 0

合　計 4 2 2

令和６年度　再評価対象事業数一覧



（別記５）

令和６年度 再評価対象事業位置図

●： 漁港漁場課
●： 農村整備課
●： 森林整備室
●： 水環境対策課
●： 都市政策課
●： 道路建設課
●： 道路維持課
●： 港湾課
●： 河川課
●： 砂防課
●： 住宅課

凡例

都政-３ 都市公園事業 大村市総合運動公園

道建－１５ 主要地方道佐々鹿町江迎線（鹿町工区）道路改築事業

道維－2 道路改築事業

東長崎縦貫線

砂防－１２ 東山下地区地すべり対策事業



別記６（再評価）

<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円） 前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
R6年度
事業費

R7年度
以降事業

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

H13 R10 46

H13 R10 75

H24 R8 45

H24 R12 57

H28 R7 13.5

H28 R8 19.5

H24 R6 9.7

H24 R11 12.2

令和６年度　再評価対象事業一覧表 令和６年１１月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針
(原
案)

事業名 施設名

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

31.4
都政
-3

都市公園事業
大村市総合運動公
園

大
村
市

大村市 事業面積A=11.7 ha

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

・他工事からの建
設発生土を流用
する他、多目的
広場の人工芝化
に伴い発生する
真砂土をいこい
の広場の造成に
流用する等、可
能な限りコスト縮
減を図ってきてお
り、事業効率化に
大きく寄与する新
たなコスト縮減は
見込めない

・整備内夜をス
ポーツ団体や地
元と時間をかけ
協議した結果の
ため、代替案の
可能性はない

R3 継続

・大村市総合計画の政策「快適で
暮らしやすい都市環境の整備」に
「公園・河川の整備」として大村
市総合運動公園の整備が位置づ
けられている

・大村市立地適正化計画の将来
都市構造において、「自然・レクリ
エーション拠点」として位置づけら
れ、市民・来訪者が自然と親しみ
交流する場とされている

・事業計画地周辺は宅地が
増加している区域であり、人
口に対する公園施設が不足
している

・事業計画地周辺における
小・中学校の児童生徒数が
多く、遠足等の学校行事に
おいても遠くの公園や行き
先を分散するなど苦慮され
ている
また、新幹線駅の開業効果
も含め宅地開発が活発であ
り、今後も児童生徒数の増
加が見込まれる

・大村市スポーツ
協会や学校が主
催する大会におい
て、会場が不足し
ており早期完了を
望む声が多く上
がっている
・周辺には県内最
大規模の小中学
校があり、遠足や
学校行事などに使
える公園施設が学
校付近に無いた
め、学校関係者か
ら近場で日常的に
使える総合運動公
園の整備を望まれ
ている
・日陰が少なく、熱
中症対策等の観
点からも日陰施設
の整備を望まれて
いる
・大村市議会及び
子ども議会におい
て、早期の施設整
備の要望が上がっ
ている

3.0 2.1

【プラス要因】
・運動施設の多
目的広場化によ
り、魅力値の増加
による直接利用
便益の向上
【マイナス要因】
・労務費や資機
材等の価格上昇
により、全体事業
費の増加
・利便性を高める
休憩広場(憩いの
広場)の変更や日
陰施設の設置に
より、全体事業費
の増加

再評価後変
更
⑩

41.9 55.9 86 （85） 1.7

道建
-15

道路改築事業
主要地方道佐々鹿
町江迎線
（鹿町工区）

県
佐世保

市
延長　L=2,120m
幅員　W=6.0(7.5)m

再評価後変
更
⑩

27.1 47.6 100 （100） 2.2 27.7

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025　基本戦略 戦略3-2、
施策1-③「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワークの
拡充」に位置付けられている。

・西九州自動車道､松浦IC
～佐々IC間が国により、継
続的に整備が進められてお
り、令和7年度には、松浦ＩＣ
～平戸ＩＣ間の供用が予定さ
れている。
・佐々ＩＣ～大塔ＩＣにおいて
は、NEXCO西日本により、4
車線化事業が進められてい
る。
・上記により、県北地域の産
業・経済・文化の更なる発展
が期待されている。

・佐世保市から整
備促進を要望され
ている。

1.5 1.4

【プラス要因】
・費用便益分析マ
ニュアルの改訂
による原単位（価
格）の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・事業期間の延
長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能
性はない。

R3 継続

道維
-2

道路改築事業 東長崎縦貫線 市 長崎市
延長　L=0.7km
幅員　W=6.5m(16.5m)

再評価後変
更
⑩

11.4 58.5 14 （100） 1.4 6.7

・長崎市第五次総合計画におい
て、「E4暮らしやすいコンパクトな
市街地を形成します」に位置づけ
られている。

・東長崎地区において、土
地区画整理事業区域内の
東長崎縦貫線（1工区）や長
崎自動車道（4車線化）が完
成したものの、当地区にお
いて交通量の大きな増減や
平面交差は生じないため、
事業化時と比較して社会経
済情勢等の大きな変化は認
められない。

・地元自治会等よ
り国道34号の慢性
的な渋滞の抜本
的解消について
は、かねてより要
望が行われてい
る。

1.9 1.4

【マイナス要因】
・事業費の増（施
工方法の変更
等）
・事業期間の延
長（施工方法の
変更）

・事業効率化に
大きく寄与する代
替案の可能性は
なく、新たなコスト
縮減は見込めな
い。

R3 継続

砂防
-12

地すべり対策事業 東山下地区 県 対馬市
抑制工１式
抑止工１式

再評価後変
更
⑩

8.2 67.5 89.0 （71.0） 0.3 3.7

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025
3-3-3「災害に強く、命を守る強
靭な地域づくり」に位置付けられ
ている。

・変化なし
・地元より早期完
成を求められてい
る。

8.2 8.2

【プラス要因】
・資産評価単価
及びデフレーター
の改定
【マイナス要因】
・事業費の増
・事業期間の延
伸

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能
性は無い。

R3 継続
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※１　２回目以降の再評価の場合、「当初」は「前回」と置き換えている。

事業採択後５年経過（補助事業） 事業採択後10(5)年経過（交付金事業）

② ③(10年経過)、④(5年経過)

再評価後５年経過（補助・交付金事業） 再評価後10年経過（下水道事業）

⑧ ⑨

その他上記以外で再評価の実施
の必要性が生じた事業

⑫(水産庁)
長崎県公共事業評価監視委員会運営要領＜別記１＞より

※３　用地進捗率の上段は「事業費ベース」、下段（ ）書きは「契約（面積）ベース」である。

③

再評価後 再評価実施後、工期延長または事業費増額の変更を行う事業
変更前の工期または事業費を超過する前年度まで

⑩

⑪

再評価後５年経過

⑧

※２　「再評価の理由」の項目一覧

国土交通省関係事業

実施時期
事業採択後５年未着工

①

水産庁、農林水産省
林野庁関係事業

実施時期

⑫

その他上記以外で再評価の実施の必要性が生じた事業

区分

未着工

長期継続

事業期間５年以内の事業が大幅に工期が延びる見込み
事業採択後５年経過（交付金事業）

⑥

再評価の必要性の判断基準に該当する事業
事業採択後６～９年目（交付金事業）

⑤
事業採択後10年経過

準備・計画

その他

準備・計画段階　予算化後５年経過

⑦

社会経済情勢の急激な変化等（適宜）


